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焼津市道路の位置の指定基準 

（趣旨） 

第１条 この基準は、良好な市街地の形成を確保するため、建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号。以下「法」という。）第 42 条第１項第５号の規定に基づいて位置の指定を受けよ

うとする道路（以下「指定道路」という。）の設計及び築造に関し具体的な基準を定める

ものとする。 

（技術基準） 

第２条 指定道路は、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）

第 144 条の４の規定によるほか、この基準に定めるところにより設計し、築造しなけれ

ばならない。 

（指定道路の配置） 

第３条 指定道路は、その周辺の地域の土地利用の状況、交通等の現況及び今後の計画的 

な市街地の形成を考慮した上で配置しなければならない。 

（延長及び幅員） 

第４条 指定道路の幅員は別図第１によるものとし、有効幅員（車道幅員をいい、原則と 

して電柱、ガードレール等の外側を含まないものとする。以下同じ。）を４メートル以上

としなければならない。 

２ 指定道路の境界（他の道路との境界を除く。）は、見切コンクリート、側溝等で明確に

しなければならない。 

３ 指定道路の延長は、接続する他の道路の接続部分の境界線を起点とし、指定道路の終

点までの各部分の中心線によって測るものとする。ただし、指定道路が法第 42 条第２項

の規定による道路に接続する場合には、指定道路側の同項の道路の境界線とみなされる

部分（以下「後退線」という。）を起点とする。 

４ 両端が他の道路に接する指定道路で延長が 100 メートルを超えるものにあっては、有

効幅員を５メートル以上としなければならない。 

５ 袋路状の指定道路で、その延長が 70 メートルを超えるものにあっては、有効幅員を６

メートル以上としなければならない。 

６ U 形側溝で堅固な覆蓋のないものは、有効幅員に算入しないものとする。 

（すみ切り） 

第５条 指定道路が他の道路と接続する部分及び指定道路相互の交差は、できるかぎり直 

角に近いものとし、両側にすみ切りを設けるものとする。ただし、次の各号のいずれか



に該当する場合は、別図第２に規定する措置並びにこれに準じて交通上及び安全上支障

がない措置を講ずることにより、片側に限り設けないことができる。 

（１） 指定道路を河川、水路等に沿って築造する場合で、これに交差する道路の橋梁  

等によりすみ切りを設けることができないと認められる場合 

（２） 角地に既存の建築物、堅固な擁壁、がけ等があり、すみ切りを設けることが著   

しく困難と認められる場合 

２ 指定道路が他の道路に接続する部分で、内角がやむを得ず 60 度未満となる場合は、底

辺の長さが３メートル以上となる二等辺三角形のすみ切りを設けなければならない。 

３ 法第 42 条第２項の道路に接続する場合のすみ切りは、後退線より設けなければならな

い。 

（こう配） 

第６条 指定道路の縦断こう配は、９パーセント以下としなければならない。ただし、次 

の各号のいずれかに掲げる保全対策を講じた場合には 12パーセント以下とすることがで

きる。 

（１） コンクリート等による滑り止め舗装 

（２） 適当な位置へのコンクリート製の横断側溝（蓋を格子蓋としたものに限る。）の  

設置 

２ 指定道路の路面には適当な値の横断こう配が付されていなければならない。 

３ 指定道路が他の道路に接続する部分又は指定道路が相互に交差する部分には、原則と

して縦断こう配 2.5 パーセント以下で、かつ、延長６メートル以上の緩衝部分を設けな

ければならない。 

（舗装） 

第７条 指定道路の路面は、原則としてアスファルト舗装又はコンクリート舗装とする。 

（排水施設） 

第８条 令第 144 条の４第１項第５号の規定による排水施設は、別図第３及び次に掲げる

ものとする。 

（１） 側溝は、両側に設けることを原則とし、適当な位置に掃除ますを設けるものとす

る。 

（２）  側溝の構造は、コンクリート製の内法寸法が 24 センチメートル以上の U形側溝、

幅が 45 センチメートル以上の L形側溝又はこれと同等以上の機能を持ち、排水上及

び耐力上支障のないものでなければならない。 



２ 排水施設の流末は、開発区域内の下水及び雨水を適切に排水できるよう他の有効な排 

水施設に接続しなければならない。この場合において、周辺地域の状況により一体的に 

整備する必要があると認められるときは、周辺地域を含めた排水施設としなければなら 

ない。 

（転回広場の基準） 

第９条 転回広場を設ける場合の形状は、別図第４及びこれに準ずるもので有効と認めら

れるものでなければならない。 

（防護施設） 

第 10 条 指定道路が屈曲、がけ及び水路等により通行に危険を伴うおそれがある箇所又は

落石等により当該道路の構造に損傷を与えるおそれがある箇所には、ガードレール、さ

く、擁壁その他の適当な防護施設を設けなければならない。 

（指定道路内の突出物） 

第 11 条 指定道路内に突出物がある場合は、指定をおこなわないものとする。 

（接続道路） 

第 12 条 指定道路は、法第 42 条第１項各号に規定する幅員４メートル以上の道路（以下

「道路」という。）に接続しなければならない。ただし、法第 42 条第２項に該当する幅

員 1.8 メートル以上４メートル未満の道に接続する場合で、開発区域側に道路としてみ

なされた後退部分を分筆し、公衆用道路に地目変更し、舗装したときは、この限りでな

い。 

（権利者の同意） 

第 13 条 道路の位置の指定を廃止しようとする場合又は変更により一部廃止しようとする

場合は、廃止しようとする道路及び当該道路に接する土地の権利者並びに当該道路に接

する建物の所有者の承諾を得るものとする。ただし、廃止する道路に接する土地及び建

物で、廃止する道路とブロック塀等で画されているもの（出入口等があるものを除く。）

については、この限りでない。 

 附則の次に別図として次の４図を加える。 

 

  附 則 

 この告示は、平成９年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この告示は、平成 11 年４月１日から施行する。 



  附 則 

 この告示は、令和４年 12 月１日から施行する。 



又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

　　　(ｱ)一般

　 き車道幅員（Ｗ）は５ｍ以上

Ｗ

別図第１（第４条関係）

　１　延長、幅員

　 （１）　両端接続道路

Ｌ

・ 延長（Ｌ）が１００ｍ以下のとき

 　車道幅員（Ｗ）は４ｍ以上

・ 延長（Ｌ）が１００ｍを超えると

　　　ア　延長が３５ｍ以下の場合

Ｌ≦３５ｍ

又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

両端接続の道路

６ｍ＞Ｗ≧４ｍ

L2

L1+L2≦35mL1

(ｲ)接続道路が幅員６ｍ未満の

　 袋路状道路の場合

　　　イ　延長が３５ｍを超える場合

Ｗ Ｗ

両端接続の道路

6m＞Ｗ≧4m

Ｌ≦３５ｍ Ｌ≦３５ｍ

　　　ウ　幅員６ｍ以上の場合

Ｌ＝任意

法第４２条に該当する道路

Ｗ≧６m

法第４２条に該当する道路

指定延長Ｌ≦７０ｍ

　 （２）　袋路状道路（終端を敷地境界とする）

・建設省告示１８３７号（指定基準第９条）に適合する転回広場の設置



路 肩

・Ｌ≦１００ｍのとき

　　　エ　終端が公園、広場に接続している場合

又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

両端接続の道路

Ｗ

Ｌ  公園広場等

（自動車の回転

に支障のないも

のに接続）

　Ｗ≧４ｍ

・Ｌ＞１００ｍのとき

　Ｗ≧５ｍ

　２　道路幅員の取り方

　 (1) 有効幅員

指定道路幅員 指定道路幅員

有効幅員

　 (3)

(2)

指定道路幅員

有効幅員

内法５０ｃｍ以上

指定道路幅員

有効幅員

（車道幅員） （車道幅員）

（車道幅員）（車道幅員） 歩 道

※ガードレール等は、車道幅員に含めない。

別図第２（第５条関係）

　１　すみ切り

　 (1)　標　準

(4)

指定延長Ｌｍ
４ｍ

１項道路

２ｍ

２ｍ

道路中心線

指定道路 幅員Ｗｍ

側溝 見切り壁等

（管理者の承諾）



指定延長Ｌｍ

　 (2)　法第４２条第２項道路に接続する場合

 　　（開発区域の道路後退部分は分筆し地目を公衆用道路とし、原則舗装する。）

　 ア

指定延長Ｌｍ

２ｍ ２ｍ

２ｍ

２ｍ

２項道路

道路中心線

指定道路 幅員Ｗｍ

　 イ

２ｍ

２ｍ

２項道路

４ｍ

水路崖等

道路後退線

　 (3)　水路を挟んで接続する場合

幅員Ｗｍ

指定延長Ｌｍ

２ｍ

幅員Ｗｍ

河川占用（占用部分の形状について河川管理者と協議）

４ｍ

道路中心線

指定道路

道路中心線

指定道路

２ｍ

ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ等（必要に応じ）

１項道路



　 (6)　特定行政庁が周囲の状況によりやむを得ないと認め、片側隅切にできる場合

４ｍ

　 (4)　歩道を挟んで接続する場合

幅員Ｗｍ１項道路

指定延長Ｌｍ

道路中心線

指定道路

２ｍ

２ｍ

２ｍ以下の歩道 隅切の形状は道路管理者と協議

　　　歩道設置（必要に応じ）

　 (5)　道路管理者と協議により、特定行政庁が周囲の判断によりやむを得ないと認め、

　　　隅切を設ける必要がない場合

道路中心線

指定道路 幅員Ｗｍ１項道路

指定延長Ｌｍ

４ｍ 幅２ｍを超える歩道

隅切の形状は道路管理者と協議

幅員Ｗｍ

道路中心線

指定道路

１項道路

橋 　梁

指定延長Ｌｍ

４ｍ ５ｍ

３ｍ

　　　　　ア 高欄（欄かん）、地覆等

河川、水路等



　　 (ｱ)

　　　　　イ

３ｍ

幅員Ｗｍ

建築物、塀等堅固なもの

道路中心線

指定道路

指定延長Ｌｍ

　 (7)　変則隅切の場合

道路中心線

指定道路 幅員Ｗｍ

建築物、塀等堅固なもの

指定延長Ｌｍ

４ｍ

４ｍ

１項道路

１項道路

３ｍ

４ｍ

1m

1m

５ｍ

　　　　（既存袋路状道路が法第４２条第２項道路の場合は別途協議のこと）

指定延長Ｌｍ（任意）

6m道路中心線

3m

1m

4m既存道路

隅切

両端接続の道路

又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

4m既存道路

2m

指定延長Ｌｍ（任意）

6m

道路中心線
6m

隅切

道路中心線を一致させる
片側道路境界線を一致させる

又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

両端接続の道路

　　ア　既存袋路状道路（法第４２条道路）の延長

　　 (ｲ)



又は幅員６ｍ以上の袋路状道路

道路中心線

道路中心線を一致させる

指定延長Ｌｍ（任意）

既存道路

　　 (ｴ)　６ｍ未満の既存袋路状道路をその幅員で延長する場合

道路中心線 ４ｍ

指定延長Ｌｍ

延長３５ｍ以内

４ｍ既存道路

両端接続の道路

延長Ｌ≦３５ｍ 延長Ｌ≦３５ｍ

６ｍ未満の既存袋路状道路

延長Ｌ≦３５ｍ 延長Ｌ≦３５ｍ

回転広場

　　イ　その他すみ切り

 (ｱ)

Ｗ

2
m

2m

Ｗ

θ

６０°＜θ＜１２０°

Ｄ≧４ｍ

θ≧120°

3m

θ2

W

(ｲ)

（道路管理者と協議）

 θ2＜６０°

6m

法第４２条に該当する道路

　　 (ｳ)

接続道路（１項道路）

（すみ切り不要）



　　　（Ｔ－１４以上）を設置

50

別図第３（第８条関係）

　１　排水施設

　　　　　　　　　（単位：ｃｍ）

8

12

15

10 40

16

15

道路側 民地側
15 10２４以上

Ｗ

7 7

10

15

Ｈ

ｈ

標準－１０ｍ以内ごとにグレーチング

標準－２０ｍ以内ごとに

　　　集水桝を設置

JISA5305

10

指定道路

現場打コンクリート

15

15

PC4型

PU3型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（PC4型）

15

15

　 (3)　Ｕ字側溝（２次製品）

　　 等の提出により承認を得ること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（PU3型）　　　　　３００、３５０のみとする。

　 (1)　Ｌ型側溝 　 (2)　Ｕ型側溝

　 (4)　Ｕ型側溝（コンクリート２次製品） 　 (5)　Ｌ型側溝（コンクリート２次製品）

　　　　　道路用ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄＵ型側溝

　　　　　道路用ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄＵ型側溝蓋

　　　　　鉄筋コンクリートＬ型２５０Ｂ、

　　Ｕ字側溝、Ｌ型側溝、Ｕ型側溝、見切コンクリートで２次製品を使用する場合は、仕様書



道路中心線

別図第４（第９条関係）

　１　転回広場の形状

　 (1)　中間に設けるもの

　　　ア

7m

2m

5m

道路中心線

6m

2m 2m2m2m

4.5m

 イ

　　　ウ  エ

道路中心線

6m

2m 2m

道路中心線

2m

7m

　　　オ

2m 2m

10m

4.5m

道路中心線

3m



　　 のものをいう。次号において同じ。）のうち最大なものが２台以上停車することができ

寸法は有効幅とする。　　　　　　

　 (2)　終端に設けるもの

　　　ア

35m以内

2m 5m

2m

7m

2m

　　　ウ

道路中心線

35m以内

2m 3m

2m 7m

 イ

6m道路中心線

35m以内

道路延長

○　自動車の転回広場に関する基準（昭和４５年１２月２８日建設省告示第１８３７号）

　 一　道の中心線からの水平距離が２ｍをこえる区域内において小型四輪自動車（道路運送

　 建築基準法施行令第１４４条の４第１項第一号ハの規定により国土交通大臣が定める自動

 車の転回広場に関する基準は、次の各号に掲げるものとする。

　　 車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）別表第１に規定する小型自動車で四輪

　　 るものであること。

　　 附　　則

　 この告示は、平成１１年４月１日から施行する。

道路中心線

5m

　 二　小型四輪自動車のうち最大なものが転回できる形状のものであること。


